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１１．米国におけるGIS教育と
GIS技術資格制度の取組

1988年 The National Center for 
Geographic Information and 
Analysis  (NCGIA）設立

米国のGIS教育・研究の中核組織として活動を開始

1998年4月 空間情報科学研究センター設立 （駒
場リサーチキャンパス16号館） (岡部教授の貢献大）
1998年9月第1回CSISシンポジウム（開所記念式典）
開催1998

米国における取り組み
NCGIAが1988年に設立され,1990年にGISコアカリキュラムを公開し、

世界中のカリキュラムモデルとなる。（日本でも翻訳）

NCGIAが,1996年にCCTP（Core Curriculum for Technical Programs )を
作製し GIS Accessプロジェクトが始まる.<全米でGIS教育を実施して
いる大学の案内支援 ） GIS関連学会でもGIS教育に関する取り組み
が盛んになる. ISPRS Educational Task Force(1996）

NCGIAがGIS Industryに関するアンケート調査をし,GIS企業の実態調

査を実施

1993年 米国では、職種としてDictionary of Occupational Titlesに
「GISスペシャリスト“GIS Specialist」が正式に登録され、社会的にGIS
スペシャリストが普及する。全米の大学でGISコースのGISｃience大

学コンソーシアムがNCGIAや米国地理学会の支援により1994年に
NPOとして設置される。



複合領域分野の連合体 １１分野

地図学、認知科学 コンピュータ科学 測量エンジニア
環境科学 測地学 地理学、景観設計学 政策科学
統計学 リモートセンシング写真測量学からなる複合領
域の大学コンソーシアム

Arkansas州政府土地情報局State Land Information Board

1997年設置

Arkansas州 Geospatial office 地理空間事務所

2001年開設

NSDI（国土空間データ基盤）を利用した住民の生活向

上や経済的発展に関する政策決定支援が目的

GISユーザーフォーラム

州政府 地方自治体,民間企業,大学,個人など

事業監査

アーカンサス州の空間データ基盤the Arkansas Spatial Data 
Infrastructure (ASDI);GEOSTOR プロジェクトの遂行

GISサービス提供

I‐team プロジェクトの遂行



州政府土地情報局State Land Information Board

GISインターン

GISインターン

GISインターン

GISインターン

GISインターン

GIS選考/副専攻の大学
生３、4年生や研修生

州政府地理情報コーディネーター

GISプログラムマネージャー

専任

Arkansas州Geospatial オフイス

大学のGIS教育と地方自治体のGIS行政との連携
GISインターン
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ソフト登
場
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GISはツール

か科学か？

GISystem GIScience, GIsociety,

1994

米国

NSDI政策

1998

米国デジタ
ルアース
構想

GISは,行政業務効率化/空間分析/意思決定支援システム

GISは社会情報基盤

GISは、世界/地球の情報

プラットフォーム

2007

地理空間
情報活用
推進基本
法(日本）

GIStudy、GIService



州政府の地理情報会議
2002年

Employment Opportunities
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地域におけるGIS関係団体とGIS学会活動との連携の必要性

米国の事例
全米の大学に多彩なGISトレーニングコース

CAPプロジェクト（FGDCの共同研究プログラム）

２００１年度はメ
タデータとクリア
リングハウス



URISAによるGISの継続教育

URISAのGIS professional 資格委員会が２００１年１２月にGISプロフェシナル資
格の関する草案をインターネットで公開し意見を聴取したあと、２００２年４月１７
日に最新版を提示した。

３つのカテゴリー（教育、経験、貢献度）によるレベル別資格認定

教育：大学等での所定のGISカリキュラムを習得すること ３０点

経験：最低４年間は、データ処理・分析,GIS指導などの経験を有すること

（GIS分析者、GIS設計、GISプログラミングなど） ６０点

貢献度：学会や大会などでの発表や論文掲載、GISDayなどへ参加 ８点

合計９８点が最低基礎点数

残り５２点が３分野から取得、で１５０点が最低主得点数

教育得点 ： 大学学部GISコース卒 ２６点＋４点（GIS関連活動参加やGIS経験
などを含む）



英国GIS学会によ
るCPDのマニュア

ル

6段階によるGIS

スペシャリストの
継続教育(1999

年）

米国測量地図学会
のCPD（2001年）



２．日本におけるGIS教育と
GIS技術資格制度の取組

2002年 ＧＩＳ学会に「GIS 教育カリ
キュラム検討ワーキンググループ」(C‐WG）設置

（委員長：岡部篤行）

2002年 GIS学会にGIS資格検討準備委員会設置

（委員長・碓井照子）

2003年度 GIS学会の取り組み

１．GIS関連学会との連合によるGIS技術者等の人材育成
（国際的なGIS技術資格制度確立へ）

GIS技術資格認定制度検討委員会設置

２．技術士試験（11部門）にGIS試験科目設置に関する要
望書の提出（文部科学省）2003年1月

34学会14団体による連名の要望書 を技術士会に提出

３．大学等におけるGISカリキュラムの整備

C‐WGの活動開始

現在でも回答待ちの状態



C‐WG コアメンバー
岡部篤行（東京大学空間情報科学研究センター），
小口高（東京大学空間情報科学研究センター），

高阪宏行（日本大学文理学部），
村山祐司（筑波大学大学院生命環境科学研究科）
佐藤英人（東京大学空間情報科学研究センター）
河端瑞貴（筑波大学大学院システム情報工学研究科）

C‐WG 拡大メンバー
浅見泰司（東京大学空間情報科学研究センター），
有川正俊（東京大学空間情報科学研究センター），
伊藤悟（金沢大学），
今井修（東京大学空間情報科学研究センター）

碓井照子（奈良大学），
貞広幸雄（東京大学大学院工学系研究科）
東明佐久良（大妻女子大学）
清水英範（東京大学大学院工学系研究科）
田中和博（京都府立大学大学院）
中村桂子（東京医科歯科大学）
牧野秀夫（新潟大学工学部）
矢野桂司（立命館大学）

カリキュラム原案の検討

2004 年の10 月から2005 年

の１月にかけて，地理系，都
市・建設系，情報系，生物系
の分野ごとに実施

コアメンバーが2005 年度（カ

リキュラム作成の指針となる
基本フレームワークの検討）
を定めた．

2003 年度英語のGIS 教科書

調査
日本語のGIS 教科書の項目

調査等の実施

GIS コアカリキュラムの分類（日本） GIS Professional
（UCGIS カリキュラム12 分類）

①実世界の概念モデル化と基本概念 ①空間の概念
②空間認知

②空間データモデル ③空間データモデル・
データ構造

④地理情報の設計/IT 技術

③空間データ取得 ⑤空間データ取得
④空間データ編集 ⑥空間データ編集
⑤空間データ分析 ⑦，⑧空間データ分析
⑦GIS のシステム構築 ⑨計算機科学，

ジオコンピューティング
⑥空間データの視覚的伝達 ⑩地図，視覚化法
⑧GIS と社会 ⑪GIS/IT の組織・社会

⑫GIS/IT の法的，視覚，社会





カリキュラムと資格

22

2006年 GIS資格認定局

資格認定を開始

• 米国GISCI (GIS Certification Institute)が実施
しているGIS Professional認定に準拠するGIS
専門技術者の認定をGISAが行うことを目的と

して、

• GISAが行う制度の内容を説明し、その意義を

述べるとともに、

• 制度運用の仕組み、ルール及び本格実施へ
の手順を紹介する。



23

GIS技術資格認定局(2006‐2007）

局長

副局長

幹事会 審査委員会

局長は局をつかさどり、技
術者資格認定の承認・取り
消しを行う権限をもつととも
に、教育組織認定をGISA理

事会に推薦する。
また副局長、審査委員長を
含む全体会議を主宰する
（通常年1回）。

副局長は、局の運営及び
審査の実務を統括し、幹事
長を兼任する。

幹事会は局の事務を総
括し、運営に関する検
討・提案を行う。技術者
資格認定については一
次審査を行い、合格した
申請については審査委
員会に審査を付託する。
また、教育組織認定に
関わる事務を行う。

技術者資格の二次審査を行い、
合格した申請については、委員
長を通じて局長に推薦する。
審査委員会は有資格者及び同
等の能力があると判断した者
に審査依頼をすることができる。
委員長は幹事を兼任する。

3．まとめ これからの方向性

2006年 UCGISが地理情報科

学と地理情報技術に関する知
識体系を作成した。



10の知識分野、73UNIT ３２９Topics
1600の教育項目からなる知識体系





有川氏スライド引用



日本の地理情報学の知識体系研究

空間的思考の教育研究サイト



GIS技術資格認定局は，2008年1月から
「GIS資格認定協会」（GISCA）に改称
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GIS上級技術者 認定者の推移

• GIS上級技術者

– 126名

• GIS教育プログラム

– 27件

数値は，2009/05末現在



地理空間情報活用推進基本計画と
GIS政策の展開(G空間行動プラン）

G空間行動プラン

「Ｇ空間ＥＸＰＯ」は、広く国民一般を対象とし、Ｇ空間社会（地理空間情報高度利用社会）の実
現に向け、地図の流通、ナビゲーションなど新産業の創造に寄与する講演会やシンポジウム、
新商品・新サービスの展示会及び産学官の関係者の情報交換会等を産・学・官の連携のもと
初めて開催するものです。これにより、新たな産業・サービスの創出や既存のサービスの高度
化・発展に関する民間の提案や創意工夫を掘り起こし、衛星測位の利用推進や地理空間情報
を活用した産業創出を目指します。「Ｇ空間ＥＸＰＯ」の開催概要は以下のとおりです。

◇ 名称：Ｇ空間ＥＸＰＯ
◇ 開催期間：平成22年9月19日（日）、20日（祝）、21日（火）の３日間
◇ 開催場所：パシフィコ横浜 横浜市西区みなとみらい1‐1‐1
◇ 入場料：無 料
◇ 主催：Ｇ空間ＥＸＰＯ実行委員会
（問い合わせ先）

官幹事
国土交通省国土計画局参事官室地理空間情報活用推進官 高橋 友昭 TEL03‐5253‐8353
内閣官房副長官補（内政・外政担当）付主査 二瓶 朋史 TEL03‐3581‐2528
国土交通省国土地理院企画部地理空間情報企画室室長補佐 門脇 利広TEL029‐864‐6256

学幹事
〒277‐0882 千葉県柏市柏の葉５－１－５
社団法人 地理情報システム学会・会長 柴崎 亮介 TEL04‐7136‐4290

産幹事：社団法人 日本測量協会・専務理事 小野 邦彦 TEL03‐3815‐5751

「Ｇ空間ＥＸＰＯ」 人材育成と産業イノベーション


